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「江田島市社協訪問介護事業所」重要事項説明書（令和 8 年 6 月１日現在）  
 事業所が，ご契約者に対して指定訪問介護のサービスを提供するにあたり，重要事項について

は次のとおりです。 

 

１ 事業所の概要 

法人名(事業者) 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

代表者 会長  堂野﨑 平 

事業所名 江田島市社協訪問介護事業所 

所在地 
〒737-2302  広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地 

（広島県第３４７３３００１７０号） 

管理者氏名 岩本 もとみ 

サービス提供地域 江田島市全域 

連絡先 ℡ 0823（45）2510   Fax  0823 (45) 3560 

第三者評価 未実施 

  

２ 職員の体制 

  

３ 営業日及び営業時間 

営業日 

営業日)月～日(祝日を含む) 

休業日)12月 29日～１月３日，５月３日～５月５日 

 但し,利用者ニーズにより対応します。 

営業時間 午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分（通常） 

 

４ 提供サービス 

 「訪問介護サービス」は，利用者の心身の状況やご希望をふまえ，可能な限りその居宅におい

てその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができることを目標とし,目標を達成する

ため適切にサービスを提供します。サービスは，具体的なサービス内容を記載した「訪問介護計

画書」に準じて提供します。 

職 名 資格 常勤 非常勤 業務内容 計 

管理者 介護福祉士 1 名  事業全般の管理業務 1 名 

ｻｰﾋﾞｽ提供責任者 介護福祉士 3 名  事業・従事者の管理補佐 ２名 

訪問介護員 

介護福祉士 3 名 8 名 

介護サービスに関すること 14 名 実務者研修終了 0 名  

２級ヘルパー  3 名 

サービス内容 

(1)身体介護 

  ①食事介助 ②排泄介助 ③入浴(清拭)介助 ④着替え介助 

  ⑤体位交換 ⑥通院介助 ⑦その他必要な介助 

 (2)生活援助 

  ⑧調理 ⑨洗濯 ⑩掃除 ⑪買い物 ⑫薬の受取 ⑬その他必要な援助 

 (3)身体介護に引き続き生活援助を行うサービス 

 (4)その他のサービス  ⑭介護相談 
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５ 利用料 

(1) 基本額（※） 

① 身体介護 

区 分 基本利用料 
利用者負担金 

１割 ２割 ３割 

(ｱ)20 分未満 1,630 円 163 円 326 円 489 円 

(ｲ)20 分以上 30 分未満 2,440 円 244 円 488 円 732 円 

(ｳ)30 分以上 1 時間未満 3,870 円 387 円 774 円 1,161 円 

(ｴ)1 時間以上 1 時間 30 分未満 5,670 円 567 円 1,134 円 1,701 円 

② 生活援助 

区 分 基本利用料 
利用者負担金 

１割 ２割 ３割 

20 分以上 45 分未満 1,790 円 179 円 358 円 537 円 

45 分以上  2,200 円 220 円 440 円 660 円 

③ ①身体介護の(ｲ)～(ｴ)に引き続き生活援助を行った場合 

区 分 基本利用料 
利用者負担金 

１割 ２割 ３割 

20 分以上 45 分未満 650 円 65 円 130 円 195 円 

45 分以上 70 分未満 1,300 円 130 円 260 円 390 円 

70 分以上 1,950 円 195 円 390 円 585 円 
  

⑵ 加算額１（利用者で異なります） 

加算等の種類 基本利用料 
利用者負担金 

説明 
１割 ２割 ３割 

２人の訪問介護員に

よる場合 
⑴の基本利用料に 100％を加算 

１人の訪問介護員では困難と認めら

れる場合等で,利用者の同意のもと,

２人の訪問介護員でサービスを提供

した場合 

夜間又は早朝の場合 ⑴の基本利用料に 25％を加算 
夜間(18 時～22時)，早朝(６時～８

時)に支援を行った場合 

深夜の場合 ⑴の基本利用料に 50％を加算 
深夜(22 時～６時)に支援を行った

場合 

緊急時訪問介護加算 

（１回につき） 
1,000 円 100 円 200 円 300 円 

利用者やその家族から緊急要請を受

け，24時間以内に居宅サービス計画

に無い身体介護を行った場合 

初回加算 

（１か月につき） 
2,000 円 200 円 400 円 600 円 

サービス提供責任者が往訪し，新規

に訪問介護計画を作成してサービス

調整を行った場合 
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⑶ 加算額２（利用者共通） 

介護職員等処遇改善加算Ⅱロ  

（１か月につき） 
（基本利用料＋各種加算減算)の26.6％ 

福祉・介護職員等の処遇にか

かる加算。所定のキャリアパ

ス要件Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ・Ⅳおよび

月額賃金改善要件・職場環境

等要件を満たす場合 

⑷ その他の費用 

①  交通費については，サービス実施地域以外の地域に居住する場合，通常のサービス実施地
域を超えた地点から居宅まで片道１㎞ごとに 20 円をご負担いただきます。  
②  居宅においてサービス従事者がサービスを実施するために使用する水道・ガス・電気・電
話などの費用は，利用者が負担します。  

⑸ キャンセル及びキャンセル料について 
①  サービス利用の中止又は変更をすることができますので，利用日の前日までに連絡をし
てください。利用者やその家族の病状急変など，緊急やむを得ない事情がある場合，連

絡は必要ありません。  
②  サービス提供のため訪問した際にキャンセルを申し出る，あるいは訪問時のキャンセル
申し出が繰り返されるなど，他の利用者へのサービス提供に不利益があると事業者が判

断した場合，平常の時間帯における１回の利用者負担金の５０％を頂きます。  

⑹ 利用料金のお支払いについて 
① 介護保険法令に従い，サービスを利用した場合にお支払いいただく料金（利用者負担金）

は，上記５のとおり，サービス費（基本利用料）の１割、２割または３割の額です。この

負担割合は，「負担割合証」に記載されています。 

② 上記の料金設定の基本となる時間は,実際のサービス提供時間ではなく,ご契約者様の居

宅サービス計画に定められた目安の時間が基準となります。 

③ 介護保険外のサービスとなる場合（サービス利用料の一部が制度上の支給金額を越える場

合等を含む），全額自己負担となります。 

④ 利用者負担金は，１か月ごとにまとめてサービスを利用した翌月の上旬に請求しますの

で，次のいずれかの方法によりお支払いください。なお，利用者負担の領収書等は，支

払いを受けた後，７日以内に発行し，手交若しくは郵送とします。 

支払方法 支 払 要 件 等 

口座引き落し 

サービスを利用した月の翌月の27日（祝休日の場合は直前の平日）に，利用者が

指定する次の口座から引き落とします。なお，引き落とし手数料は，事業者が負

担します。 

現金払い 
サービスを利用した月の翌月の末日（休業日の場合は直前の営業日）までに，現

金でお支払いください。 

⑤ 上記の利用者負担金は，「法定代理受領（現物給付）」の場合について記載しています。

居宅サービス計画を作成しない場合など，「償還払い」となる場合には，いったん利用

者が利用料（10 割）を支払い，その後市町に対して保険給付分（９割・８割又は７割）

を請求することになります。 
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６ 保険給付の請求のために証明書の交付 

 「サービス提供証明書」が必要な場合は，いつでも交付するものとします。 

 

７ 緊急時の対応 

  事業所のサービス提供時に利用者の病状の急変が生じた場合,その他緊急事態が生じた場合

は,「緊急対応マニュアル」に基づき，関係市町，利用者の家族，又は利用者が指定する者に

報告を行うとともに，必要な場合は速やかに利用者の指定する医療機関，又は緊急医療機関で

の診療を依頼し,必要な措置を講じます。 

 

８ 事故発生時の対応 

⑴ 事業所が提供するサービスを通じて事故が発生した場合は，利用者の家族，又は利用者が

指定する者, 関係市町に報告を行うとともに，必要な場合は速やかに利用者の指定する医療

機関，又は緊急医療機関での診療を依頼し,事故の状況や事故に際してとった処置について

記録を行います。 

⑵ 事業所の責に期すべき事由により事故が発生し，利用者に損害を与えた場合は，事業者が

その損害を賠償する義務を負います。ただし，事業所に故意過失がない場合はこの限りでは

ありません。 

⑶ 事業者は，万が一の事故発生に備えて損害賠償保険に加入しています。 

 

９ 感染症の発生及びまん延等に関する取り組み 

事業所は，感染症の発生又はまん延を防止するため，次に掲げる取り組みをします。  

⑴ 感染予防委員会を定期的に開催，指針の整備 

⑵ 職員に対し，研修及び訓練（シミュレーション）を年１回以上実施 

⑶ 前２号を適切に実施するための担当者を設置 

 

10 非常災害対策 

 ⑴ 事業者は,非常災害時においては,利用者の安全第一を優先し, 常に関係機関と連絡を密

にし，迅速適切な対応に努めます。 

 ⑵ 事業所は，感染症や災害が発生した場合，必要なサービスを継続的に提供するため，次に

掲げる取り組みを行います。 

  ア 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 

  イ 職員に対し，業務継続のための研修及び訓練（シミュレーション）を年１回以上実施 

 

11 個人情報の保護及び個人情報の使用 

事業者とその職員は，当法人の「個人情報保護規程」を遵守し,業務上知り得た利用者又は

その家族等に関する個人情報を厳正にとり扱います。また，正当な理由なく第三者に漏えいし

ません。ただし，利用者又はその家族等から文書等で予め同意を得れば，サービス担当者会議

等において支援に関わる関係機関他に個人情報の提供を行えることとします。 

 

12 利用者の尊厳 

  事業者は,利用者の人権を尊重し,プライバシーを保護することに努め,研修等を通じて職員
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教育を行います。 

 

13 身体拘束の禁止 

  事業所は,利用者の自由を制限するような身体拘束を禁止しています。利用者の尊厳を守り、

身体拘束に関して基本的な知識を持ち，身体拘束その他利用者の行動を制限する行為を行わな

いよう適切なサービスを提供します。ただし,緊急止むを得ない理由により拘束せざるを得な

い場合には,事前に利用者及びその家族へ十分な説明をして同意を得ることとします。また,そ

の場合,様態および時間,その際の利用者の心身状況他の記録を行います。 

 

14 虐待防止 

事業所は，サービス提供中に，訪問介護従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養

護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は，速やかに，これを関係市

町に通報するものとする。また，事業所は，虐待の発生又はその再発を防止するため，次に掲

げる取り組みを行います。  

⑴ 虐待防止委員会を開催，指針の整備 

⑵ 職員に対し，虐待の防止のための研修を年１回以上実施 

⑶ 前２号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を設置 

 

15 サービス内容に関する相談，苦情処理の体制，苦情解決の方法 

⑴ 苦情受付窓口 

事業所相談窓口 

・電話番号  ０８２３－４５－２５１０ 

・ＦＡＸ番号 ０８２３－４５－３５６０ 

・E-mail  helper@etajima-syakyo.org 

・面接場所 当事業所の相談室 

・苦情受付時間 営業日の午前８時３０分～午後５時１５分 

⑵ 苦情受付担当者  岩本 もとみ（管理者兼サービス提供責任者） 

① 苦情等の受付 

② 苦情等の内容の確認及び受付から苦情解決に至るまでの経過と結果の記録 

③ 受け付けた苦情等及びその改善状況等を，苦情解決責任者，第三者委員，担当する居宅介

護支援事業者へ報告 

⑶ 苦情解決責任者 

藤井 伸（事務局長） 社会福祉協議会が行う事業（サービス事業を含む） 

⑷ 第三者委員 

下田 満 電話番号 ０８２３－４５－３１１８ 

中村 和之 電話番号 ０８２３－４２－１３２４ 
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⑸ その他の苦情受付機関 

 ⑹ 苦情解決の方法 

ア 利用者等への周知 

  施設内への提示等により，苦情解決責任者は，利用者に対して，苦情解決責任者，苦情

受付担当者及び第三者委員の氏名や連絡先，苦情解決の方法について周知する。 

イ 苦情の受付 

苦情は面接，電話，書面などにより苦情受付担当者が随時受け付けます。なお第三者委

員に直接申し出ることもできます。 

ウ 苦情受付の報告・確認 

苦情受付担当者が受け付けた苦情を苦情解決責任者と第三者委員（苦情申出人が第三者

委員への報告を拒否した場合を除く。）に書面にて報告します。第三者委員は内容を確認

し，苦情申出人に対して、報告を受けた旨を書面で通知します。 

エ 苦情解決のための話合い 

苦情解決責任者は，苦情申出人と誠意をもって話し合い，解決に努めます。その際，苦

情申出人は，第三者委員の助言や立会いを求めることができます。なお，第三者委員の立

会いによる話し合いは、次のとおり行います。 

(ｱ) 第三者委員による苦情内容の確認 

(ｲ) 第三者委員による解決案の調整，助言 

(ｳ) 話し合いの結果や改善事項等の確認 

 

  オ 苦情解決の記録・報告 

    苦情解決や改善を重ねることにより，サービスの質が高まり，運営の適正化が確保され

る。これらを実行あるものとするため，記録と報告を積み重ねるようにする。 

(ｱ) 苦情受付担当者は苦情解決・改善措置までの経過と結果について書面に記録する。 

(ｲ) 苦情解決責任者は，一定期間毎に苦情解決結果について第三者委員に報告し，必要な

助言を受ける。 

(ｳ) 苦情解決責任者は，苦情申出人に改善を約束した事項について，苦情等申出人及び第

三者委員に対して，その措置の結果等を報告する。 

  カ 解決結果の公表等 

    利用者様によるサービス選択や事業者によるサービスの質や信頼性の向上を図るため，

苦情受付 

機  関 

保険者（江田島市） 

江田島市福祉保健部 

高齢介護課     

電話番号 ０８２３－４３－１６５１ 

ＦＡＸ番号 ０８２３－５７－４４３２ 

対応時間 開庁日の午前８時30分～午後５時１５分 

広島県 

国民健康保険団体連合会 

介護保険課 

電話番号 ０８２－５５４－０７８３ 

ＦＡＸ番号 ０８２－５１１－９１２６ 

対応時間 午前８時３０分～午後５時１５分 

（土日祝日及び12月29日～1月3日は除く） 

広島県福祉サービス 

運営適正化委員会 

電話番号 ０８２－２５４－３４１９ 

ＦＡＸ番号 ０８２－５６９－６１６１ 

対応時間 午前８時30分～午後５時 

（土日祝日及び12月29日～1月3日は除く） 
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個人情報に関するものを除き「事業報告書」等に掲載し，公表する。 

 

16 ハラスメント対策 

  事業者は，適切な訪問介護サービスの提供を確保する観点から，職場や利用者宅において行

われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であり，業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより訪問介護員の就業環境が害されることを防止するための取り組みを行います。 

 

17 その他 

⑴ 事業者は職員の質的向上を図るために，次のような研修の機会を設けるものとして，業務体

性を整備しています。 

① 採用時研修  採用後 6 ケ月以内 
② 継続研修  年 1 回以上 

⑵ 当事業者の職員であった者に，業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため，

職員でなくなった後においても，これらの秘密を保持するべき旨を，職員との雇用契約書上

において明記しております。 

⑶ 当事業者の職員に対する金品,物品,飲食等のおもてなしは，堅くご遠慮させて頂きます。 
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「江田島市社協訪問介護事業所」サービス契約書 

  

  利用者と社会福祉法人江田島市社会福祉協議会（以下「事業者」という。）が開設する江田

島市社協訪問介護事業所（以下「事業所」という。）は，事業所が利用者に対して提供する指

定訪問介護サービス(以下｢訪問介護サービス｣という。)」について，次のとおり契約を締結し

ます。 

  

（契約の目的） 

第１条 事業所は，介護保険法令の趣旨及び本契約に従い，利用者に対し,可能な限り居宅にお

いてその有する能力に応じて，可能な限り自立した日常生活を営むことができるように支援す

ることを目的として，訪問介護サービスを提供します。 

２ 事業所が，利用者に対して実施する訪問介護サービスの内容等詳細は,「江田島市社協訪問

介護事業所重要事項説明書」に定めるとおりとします。 

（契約期間と更新） 

第２条 この契約の有効期間は，契約締結の日から利用者における要介護認定の有効期間満了の

日までとします。 

２ 上記契約期間満了日の７日前までに，利用者から事業者に対し文書または口頭による契約終

了の申し出がない場合，本契約は自動更新されるものとします。 

３ 利用者から契約終了の申し出がなされた場合，事業者は他の事業者を紹介する等，必要な措

置をとります。 

（訪問介護計画等） 

第３条 事業所は，利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて，居宅介護支援事業者等が

作成する居宅サービス計画に準じて，サービスの目標を達成するための具体的なサービスの内

容等を記載した訪問介護計画書を作成します。事業所は，利用者に訪問介護計画書を説明し，

同意を得た上で交付します。 

２ 利用者が，訪問介護サービスの内容や提供方法等の変更を希望する場合は，事業所は速やか

に訪問介護計画書の変更等の対応をします。 

３ 利用者が、訪問介護サービス計画の変更を希望する場合は，速やかに該当の居宅介護支援事

業者等への連絡調整の援助を行います。 

（介護保険給付対象外のサービス） 

第４条 事業所は，介護保険給付の対象とならないものがある場合には，特にそのサービスの内

容及び利用料を事前に説明し，利用料支払いの同意を得るものとします。 

（利用者の解約権） 

第５条 利用者は，事業者に対して，いつでも契約の解除を文書または口頭により，申し入れる

ことができます。 

（事業者の解約権） 

第６条 事業者は，利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし，事業者か

らの再三の申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく，この訪問介護サービス利用契約の目

的を達することが困難となった時は，文書により 2週間以上の予告期間をもって，この契約を

解除することができます。 

２ 事業者は，前項によりこの契約を解除する場合には，この訪問介護サービス提供を調整した
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居宅介護支援事業所，地域包括支援センター又は利用者が住所を有する市町と協議して必要な

措置をとることとします。 

 （利用料の滞納） 

第７条 利用者が，正当な理由なく事業者に支払うべき利用料の自己負担分を３ヵ月以上滞納し

た場合には，事業者は利用者に対して１ヵ月以上の期間を定め,期間内にその支払いがない時

は，この契約を解除する旨の催告をすることができます。 

２ 事業者は，前項の催告をした場合は，前条第２項と同様の措置を取り，訪問介護サービス計

画の変更や，一般施策に基づくサービスの利用を図る等の調整を行います。 

３ 事業者は，前項の措置を講じた上で，利用者が本条第１項の期間内に滞納額の支払いをしな

かった時は，文書を通じてこの契約を解除することができます。 

 （契約の終了） 

第８条 次の各項のいずれかに該当する場合には，この契約は終了するものとします。 

⑴ 利用者が死亡したとき。 

⑵ 第５条に基づき，利用者から契約解除の意思表示がなされたとき。 

⑶ 第６条に基づき，事業者から契約解除の意思表示がなされ，予告期間が満了したとき。 

⑷ 前条に基づき，事業者から契約解除の意思表示がなされたとき。 

⑸ 利用者が介護保険施設若しくは医療施設等に入所し，訪問介護サービス利用ができなくな

った場合。 

⑹ 利用者の要介護若しくは要支援の区分が自立若しくは非該当と判定された場合。 

 (緊急時の対応) 

第９条 事業所が実施する訪問介護サービス提供時に利用者の病状の急変が生じた場合は,関係

市町，利用者の家族，又は利用者が指定する者に報告を行うとともに，必要な場合は速やかに

利用者の指定する医療機関，又は緊急医療機関での診療を依頼し,必要な措置を講じます。 

２ 非常災害時においては,利用者の安全第一を優先し,必要な設備を備えるとともに,常に関係

機関と連絡を密にし,迅速適切な対応に努めます。 

３ 事業所が提供する訪問介護サービスを通じて事故が発生した場合は，利用者の家族，又は利

用者が指定する者, 関係市町に報告を行うとともに，必要な場合は速やかに利用者の指定する

医療機関，又は緊急医療機関での診療を依頼し,事故の状況や事故に際してとった処置につい

て記録を行います。 

（損害賠償） 

第 10 条 事業所は，訪問介護サービスの提供にあたって，利用者の生命，身体，財産に損害を

与えた場合には，速やかにその損害を賠償します。個人情報の流出においても同様です。ただ

し，事業所に故意過失がなかった場合は，この限りではありません。 

 （個人情報の保護） 

第 11 条 事業所及びその職員は，事業者の「特定個人情報保護規程」を遵守し，利用者に対す

る訪問介護サービス提供にあたって知り得た情報の保護に努めます。この守秘義務は，本契約

が終了した後も継続します。 

２ 事業者は，事業所の職員が退職後，在職中に知り得た利用者又はその家族の個人情報の漏え

いがないよう適切な措置を講じます。 

３ 事業者の過失により，利用者又はその家族の個人情報が漏えいして損害が生じた場合，事業

者は損害を負う責任を持ちます。 
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 （個人情報の使用） 

第 12 条 事業所とその職員は，事業者の「個人情報保護規程」を遵守し,業務上知り得 

た利用者又はその家族等に関する個人情報を厳正にとり扱います。また，正当な理由なく第三

者に漏えいしません。ただし，利用者又はその家族等から文書等で予め同意を得れば，サービ

ス担当者会議等において支援に関わる関係機関他に個人情報の提供を行えることとします。 

（苦情対応） 

第 13 条 利用者又はその家族は，提供された訪問介護サービスに苦情がある場合，事業者，介

護支援専門員，保険者(市)，国民健康保険団体連合会に対して，いつでも苦情を申し立てるこ

とができます。 

２ 事業者は，苦情対応の窓口及びその連絡先を明らかにするとともに，苦情の申し立 

て又は相談があった場合には，迅速かつ誠実に対応します。 

３ 事業所及びその職員は，事業者の「苦情解決に関する処理要綱」を遵守し，利用者又はその

家族が苦情申し立てを行ったことを理由として，何らかの不利益な取扱をすることはありませ

ん。 

 （サービス内容等の記録作成・保存） 

第 14条 事業所は,利用者に対して訪問介護サービスを提供するごとに,その提供日,内容及び介

護保険から支払われる報酬等の必要事項を,所定の書面に記載します。 

２ 事業所は,一定期間ごとに,目標達成の状況等を確認し記録します。 

３ 事業所は,介護サービスの提供に関する記録を整備し,サービス完結日から 2年間保存します。 

４ 利用者は,事業者に対し,いつでも本条第１項および第２項に規定する書面その他のサービ

スの提供に関する記録の閲覧・謄写を求めることができます。 

 （身分証携行義務） 

第 15 条 事業所の職員は，常に身分証を携行し，初回訪問時及び利用者又はその家族から提示

を求められたときは，いつでも身分証を提示します。 

 （善管注意義務） 

第 16 条 事業所は,業務を行うにあたって関係法令を遵守し,善良なる管理者の注意をもって業

務を遂行します。 

 （契約外条項等） 

第 17 条 本契約に定めのない事項については，介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊

重し，利用者及び事業者は協議によって定めます。 

２ この契約は，介護保険法令に基づくサービスを対象としたものであり，利用者が法令対象外

サービスを希望する場合には，別途に協議するものとします。 

３ この契約に関して疑義が生じた場合には,事業者及び利用者の双方が信義誠実を持って協議

し，定めることとします。 

 （裁判所轄） 

第 18 条 この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は，事業者及び利用者は，利用者の住所

地を管轄する裁判所を第一管轄裁判所とすることに予め合意します。  
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私(事業者)は，利用者が訪問介護サービスを利用する前に，サービス内容，個人情報の使用同

意，その他重要事項について説明しました。 

 

重要事項説明年月日   令和   年   月   日 

 

事 業 者  所 在 地  広島県江田島市能美町鹿川 2060 番地 

法 人 名  社会福祉法人江田島市社会福祉協議会 

代 表 者   会長 堂野﨑 平            ㊞ 

 

事 業 所 名   江田島市社協訪問介護事業所 

説 明 者  サービス提供責任者             

 

 

 

私(利用者)は，事業者からサービス内容，個人情報の使用同意，その他重要事項について説明

を受け，同意をしたので，本契約を締結します。 

 契約締結を行うにあたり，本書を２通作成し，利用者と事業者は署名押印の上，１通ずつ保有

するものとします。 

 

令和   年   月   日 

 

    利用者  住 所                      

 

氏 名                       ㊞ 

 

家 族  住 所                      

 

氏 名                       ㊞ 

 

本人との続柄        

 

    代理人  住 所                      

 

氏 名                       ㊞ 

 

本人との続柄        
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利用契約における個人情報使用同意書 

 

 私(利用者)及びその家族の個人情報について，次に記載するとおり必要最小限の範囲内で使用

することに同意します。 

  

１ 使用する目的 

事業者が，介護保険制度に関する法令に従い，私への居宅サービス計画に基づいて，円滑に

介護サービスを提供するために実施されるサービス担当者会議の他，以下の事項に対して使用

できるものとする。 

⑴ 私が利用する他のサービス事業者等との情報共有 

⑵ 事故や苦情等による関係機関への報告 

⑶ 緊急時における医師や関係機関への報告 

⑷ その他介護保険事務に必要な場合 

  

２ 使用する条件 

⑴ 個人情報の提供は，１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め，情報提供の際には関係

者以外には決して漏れることがないように細心の注意を払うこと。 

⑵ 事業者は，個人情報を使用した会議，相手方，内容等について記録すること。 

 

３ 個人情報の内容(※) 

氏名，住所，健康状態，病歴，家庭状況等，事業者が介護サービスを提供するために最小限

必要な利用者や家族個人に関する情報。 

（※）「個人情報」とは，利用者個人及び家族に関する情報であって，特定の個人が識別され，

又は識別され得るものをいいます。 

 

 

令和  年  月  日 

 

 社会福祉法人 江田島市社会福祉協議会 

 江田島市社協訪問介護事業所  様 

 

      （利 用 者） 住所                     

 

              氏名                      ㊞ 

 

      （利用者家族） 住所                       

 

              氏名                      ㊞ 

 

      （代 理 人） 住所                     

 

              氏名                      ㊞ 


